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1　農i協経済連の機能
　農協の連合体である経済連の機能として期待されていることの第一は，単
位農協の販売事業を統合し，量をまとめることによって有利な販売を実現し
てゆくことである。第二に，単位農協の規模では効率的にやりえない加工事
業などを行なうことによって，生産物に附加価値をつけ加えて販売し，生産
者にその利益を還元してゆくということである。第三に，生産資材の価格を
大量取引（系統の組織力）によって引き下げ，生産コストを引下げて農家の
手取分をふやすということである。（信連，共済連，県中央会の機能もそれぞ
れの事業分野による統合のメリットを担うということであろうが，ここでは
対象を経済連に限定して考えることにする。）
　連合会の機能を，藤谷築次氏は，相対的補完機能と絶対的補完機能とに分
け，単位農協（以下単協と略称する）ではなし得ない連合会の機能（絶対的
補完機能）に，連合会の機能を純化し，高度化してゆくことが必要と述べて
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いる。（1＞
具　　　　　　　体 例
基本的ねらい
事業機能補完 経営機能補完
相　対　的 単心機能の部 o物流改善 O役職員教育
補完機能 分的代行 o取引力強化 o経営指導
○効率化 （量的まとまりの確保） O情報提供
O質的強化 o業務改善指導
絶　対　的 単協機能の積 ○物流の高度化 O企画調整力の整備
補完機能 極的補完 o取引力の高度化 O高度な役職員教育
（第1類） o飛躍的効率 （需要・供給の組織化） ○高度な経営指導
化 O人間本位の商品開発 o高度な情報機能
O質的高度化 o協同組合らしい広告宣伝
○高度な業務改善指導
絶　対　的 単寧機能の絶 o市場構造の改変 o高度な企画調整力の整備
補完機能 対的補完 （需要・供給の計画化） O高度情報システムの整備
（第2類） ○外部対応力 ○他種協同組合との連携 Q政策対応
の強化 o対外広報
O社会的影響
力の増大
　　藤谷築次「協同組合における連合会機能」『協同組合研究』第6巻第2号4ページ
　　図一1連合会（連合組織）機能の類型区分一経済事業を念頭に一を引用
　その議論の詳しい紹介は省略して，私の意見だけを述べれば，氏の三つの
機能の区分は，実際．E何を指標として行なうか，行うことができるか，不明
確である。「効率化」と「飛躍的効率化」の区別，「質的強化」と「質的高度
化」の区別はどこでするのか難かしい。「絶対的補完機能」（第2類）の「他
種協同組合との連携」は，単協機能としても充分可能であり，連合会だけが
やれるというものではない。「高度情報システム」も，単寧の規模が大きくな
れば，充分整備が可能である。
　農協合併の進展による単協の規模の大型化により，また，専門農協の活動
の経験から連合会機能の見なおし，連合会不要論（系統二段階制）まで出て
（1）藤谷築次「協同組合における連合会機能」r協同組合研究』第6巻第2号　1987年　日
　本協同組合学会　なお，協組学会シンポジウムにおける連合会機能についての論点の
　紹介は，白石正彦「協同組合の規模と連合会機能のあり方について」『農業協同組合』86
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いる現状である。
　問題は，現在の連合会事業が，単協機能の補完という形で，実際に機能し
ているかどうかである。これは実証の問題である。
　農協事業の一般的傾向としては，農産物輸入の自由化，輸入量の増大の中
で，販売事業の伸び悩み，それにともなう生産資材購買事業の停滞が顕著で
ある。米＝食管制度に大きく依存してきた農協の経済事業は行きづまり，多
くの農協はその事業の重点を信用・共済事業に移し，購買事業では，非農業
的分野にその重点を移しつつある。そして，農協経営の柱となっている信
用・共済事：業が，金融自由化の流れの中で銀行等金融機関や保険会社との競
争に直面し，今や，農協経営の維持のために，「企業としての生き残り」を賭
けて，なりふりかまわず，経営の合理化につき進む方向が顕著である。この
方針を打ち出した農協の「経営刷新方策」についての分析は，先に発表する
機会があったので，それに譲りたい。②
　ここでの問題は，経済連の事業にも，以上の情勢が強く反映しているとい
うことである。信用・共済事業を持たない経済連は，販売・購買事業の伸び
悩み（収益減）を，販・購事業（と加工・利用事業）の中で解決してゆかね
ばならない。その一つの解決法は，「経営刷新方策」に示される。連合会事業
の合理化，縮小，三農化，効率化の方向である。もう一つの考えられる方向
は，農業生産を回復し，新しい発展の方向を見出すことである。この場合に
も経済連の経営としての採算を第一義的に追求する事業拡大か，それとも，
農家の経営と単位農協の事業を補完する役割を重視した事業の展開であるか
が問題となる。
　経済連の事業の実態についての研究は意外と少ないように思われる。長野
　年11月号参照。
（2）第17回全国農協大会の「農業振興方策」「経営刷新方策」「生活活動方針」についての
　全面的な分析は筆者も参加した次の共同研究報告を参照されたい。
　　「r三つの方策・方針』下における農協の組織・事業の動向と農協再生の課題」r農
　業・農協問題研究』第4号　農業農協問題研究所　1987年
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県経済連の活動についての幾つかの研究（3）やホクレンなどの積極的な加工事
業へのとりくみについての紹介はあるが，経済連事業の全体像の分析はそれ
ほど詳しくやられていないように思われる。筆者の関心も，従来，主として
単協事業のあり方に焦点を置くものであった。
　経済連事業の性格を商業資本（卸売商業資本）として位置づけたのは，山
田定市氏であった。ωしかし，経済連事業の実際では，商業資本としての機能
に留まらず，農業生産と農産物の加工（資材の加工）を組織し，生産から消
費に至る全過程をインテグレートする機能が注目される。そして，実際に経
済連の活動が広範囲に及ぶ中で，単協事業との関わり方が問題となってき
た。即ち，県連が直接大規模農家を組織し（学協をとびこえて）畜産事業を
組み立てることや，加工事業でも，県連がこの事業をやることの可否（単協
が取り組むべき課題ではないか），飼料事業では，地域配合（のうみん飼料な
ど）が全農＝県連の飼料事業と競合する問題，産直でも，単信が地域生協な
どと結びつく形と県連が大生協と広域的に結びつく形とが生れ，単協の主体
性と県連による統合との矛盾など，様々な問題が発生レてきた。
　鹿児島経済連は，積極的な加工事業への取り組みや産直の展開において突
出しており（加工事業への取り組みにおいては，ホクレンが先行している
が），その事業動向のデータは，経済連事業のあり方を考える上での必要な
材料を提供してくれるものと思われる。
　rr三つの方策・方針』下における農協の組織・事業の動向と農協再生の
課題」（5｝は，静岡と宮城の経済連の事業と経営の動向を分析し，経済連の事業
が，単品における以上に経営効率の改善を優先して．協同の原理（単二事業
（3）竹中久仁雄「野菜王国長野に学ぶもの」r農協事業革新への実践』家の光協会　1982年
　ルポ風のものでは，立花　隆「野菜王国・長野経済連の出荷調整を支える青果物情報オ
　ンライン・システムと低温流通システム」『農協　巨大な挑戦』朝日新聞社　1980年
（4）山田定市『現代の農協理論』全農協労連　1973年
（5）前出，注2の論文
一34一
農協経済連事：業の動向　293
の補完機能）ではなく，企業の論理から連合会経営の建て直しを計っている
ことを指摘している。
　とくに，そのことは，米の比重が低く，畜産と青果が農業の中心となって
いる静岡県経済連に現われており，農家の農畜産物販売額の半分が商系に流
れ，販売事業が伸び悩む中で，生産資材の購買事業も振るわず，経済連の事
業の中心を生活資材取扱におく傾向が強まっている。
　墓石やピアノ，電話器などの品目を拡大し，米の購買拡大に民宿やホテル
を対集とするなど事業の非農化が目立っている。全農との関わり方は，全農
を商社としてみる見方になり，単協がまた経済連を一つの商社，取引先とみ
る見方になっている。職員数は1975年がピークで，83年には43名（6．5％）の
減と，現業部門での人員縮少が進んでいる。また新人職員に対する企業主i義
的な職員研修の強化が行なわれている。
　宮城県経済連の場合は，米の販売事業のウエイトが大きく，独自の農業振
興方針（個別有畜複合経営の確立）を持ち，畜産・青果事：業も順調に伸びて
いるという点で，静岡とは異なっているが，米の生産が伸び悩む中で，経営
の合理化，効率化への動きが出てきている点は静岡と同様である。
　経済連の事業が，地域の農業の動向を反映し，外圧の下での日本農業の停
滞，縮小によって影響を受けるものであることは言うまでもない。しかし，
日本農業の困難を受身的にとらえて，経済連の事業を縮小・合理化し，ある
いは事業の方向を非農業分野にシフトするような方向はいかがなものであろ
うか。農業の振興に一歩踏み込み，商系に奪われている販売・加工事業を取
り戻し，自らの事業基盤を拡大してゆく道がある筈である。
　本研究は，調査の機会があった山口，鹿児島両経済連を事例として取り上
げ，事業の実態を検討し，経済連事業のあるべき方向を探ることを目的とし
ている。山口県は，農業が全体として不振であり，農協合併は進んでおら
ず，経済連はいわば弱小農協を基盤とする県連で，事業の規模は全国平均以
下である。このような弱小経済連が事業をどの方向で組み立てようとしてい
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るか，これを，事業活動が活発で，事業規模の大きい鹿児島県経済連と対比
して検討する。主として事業報告書をもとにした分析であり資料は不充分で
はあるが，今後の研究の出発点として，以下一応の整理を行なうことにした
い。
2　鹿児島・山口両県経済連の全国的な位置づけ
　　　一農業粗生産額と経済連のシェアー
　経済連の事業規模は地域（県）の農業生産の規模を反映して，大きな格差
がある。生産額の規模が大きくても，経済連がどの程度生産を掌握している
かによる差もある。専門連（二連や青果連など）がその分野の販売をにぎっ
ている場合もある。例えば，みかんやうめの産地である和歌山で経済連の果
実の取扱はゼロである。
　1983年の経済連販売事業取扱総額は，全国合計で5兆6，568億円，1連合
会当たりでは1，178億円であった。県連で最高の取扱額は，ホクレンの
7，690億円で，最低は東京の105億円となっている。販売取扱額上位5県と，
調査対象の山口・鹿児島，そして，先の経済連調査の対象だった宮城，静岡
の販売額と全国順位を示すと次のとおりである。（表1）（なお，経済連は山
形のみ2県連で，他の都道府県は1県1経済連である。）
　鹿児島県経済連は，販売額で全国第4位であり，品目別では，ブロイラー
と家畜が第1位，鶏卵と肉豚及び肉用牛が全国第2位である。
　これに対し，山口県経済連の販売事業規模は全国平均の約半分であり，全
国順位は48連合会中36位である。果実を除き，その他の品目すべてについて
全国平均に達しない取扱高である。
　なお，全国上位5県の販売事業の性格は，断トツのホクレンが果実とブロ
イラーを除きあらゆる品目で全国平均よりもケタ違いに多い取扱高を示して
いること，2位の長野は野菜，果物と生乳，肉用牛で全国の上位を占め，総
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表1　経済連販売事業取扱高の県別比較
（億円）（1983年度）　○印内は全国順位
全　　国　　上　　位　　5　　県 参　　　　考　県別
i目別 全国計
一経済連
磨@　り ホクレン 長　　野 新　　潟 鹿児島 秋　　田 宮　　城 静　　岡 山　　口
合　　　計 56，568 1，！78①7，690②2，870 ③2，296④2，250⑤2，030　　，⑩1，790⑱1，187⑯　591
?
21，619 450③1β04 521①1，925 192②1，653⑤L267 98 370
野　　　菜 8，998 187②1，066①L180 28 276 36 85 247 27
果　　　実 3，640 76 60①　581 68 68 48 38 115 83
鶏　　　卵 1，515 32①　　126 20 33②　　114 22 15 73 20
ブロイラー LO64 22 9 15 0 ①　214 10 17 45 7
生　　　乳 3，544 74①1，857④　　126 0 0 45 28⑤　UO o
肉　用　牛 3，102 65①　405⑤　　126 44③　313 35④　　157 101 33
肉　　　豚 3，915 82 197 111 75②　281 83 101⑥　231 6
家　　　畜 1，673 35 60 33 18①　227 23 41 ③　　94 18
（注）1985年　農協年鑑　全中　より
??????
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合的な産地であり，経済連がそれを充分に掌握し，リードしていること，新
潟と秋田は米中心の事業を行なっていること，などそれぞれ特徴ある事業構
成をもつ県連である。（先の農業・農協問題研究所の調査対象県連の宮城は
秋田に近く，静岡は長野に近い農業的特色をもっているが，経済連の地域農
業に対するリーダーシップの度合が静岡は長野に劣ると言えよう。）
　購買事業の規模は，販売事業の規模にほゴ対応しているが，生活資材取扱
額の多い愛知が3位に浮上するなど若干のずれがある。
　鹿児島は購買事業の事業量でも全国第4位で，うち生産資材では第3位と
なっている。鹿児島の購買事業取扱額は，生産資材が生活資材の倍であり，
農・畜産業中心の事業展開が行なわれていると言える。（飼料の取扱額は全
国第2位。）
　これに対し，山口県経済連の購買事業規模は，平均の半分以下であり，全
国第42位である。購買事業の中では，生活物資が全体の36％を占め，鹿児島
の31％を上廻っている。（表2）
　購買事業規模の大きい全国上位5県は，愛知を除き生産資材取扱額が上位
の経済連である。その中でホクレンは多くの品目において1位であり，販売
事業規模のきわ立った大きさに対応している。
　大まかに言って生産資材取扱高の多い県連は，生活資材取扱も多い。（ホ
クレンを見よ。）生産資材の供給による生産の発展が，販売事業の伸長につ
ながり，その関係が生活資材供給での農家組合員との繋がりの基礎となって
いると言えるであろう。もちろん，生活物資については商系の進出度合がそ
の取扱量に決定的に影響を与えるだろう。その競合が激しいほど，農業生産
における農協と農家組合員との繋がりが重要となるのである。
　1982年の都道府県別農業粗生産額の順位は，図1のとおりである。これに
よると鹿児島県は全国第4位（北海道第1位）であり，経済連の販売事業量
の順位と一致している。ホクレソは1，000億円の粗生産額のうち770億円を販
売事業として掌握している。鹿児島は約3，900億円の粗生産額中2，250億円
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表2　経済連購買事業取扱高の県別比較
（億円）（1983年度）　○院内全国順位
全　　国　　上　　位　　5　　県 参　　　　考　　　県別
i目別 全国計
一経済順
磨@　り ホクレン 長　　野 愛　　知 鹿児島 熊　　本 宮　　城 静　　岡 山　　口
合　　　　計 40，808 850①4，429②L895③1，503④1，459⑤L294⑫LO26⑥1，248⑫　402
生産資材計 25，527 532①3，148 ②1，069769③LOO2④　931 683 782 232
飼　　　　料 7，246 151①　752 189 233②　477 220 254 208 53
肥　　　　料 4，237 88①　845④　　130 120③　　142 ⑤　　127 78②　209 43
農　　　　薬 2，006 42①　！64 74 38 44④　　79 62③　　84 36
農　　　　機 2，232 47①　192 ②　109 29 63③　　90 52 26 32
???????????
石　　油　類 5，784 120①　793②　318 ④　201 123 193 165 149 36
包装資材 L237 26①　　176②　152④　　52 25③　　60 16 20 36
保温資材 569 12③　　36 ②　　37 15 ④　　34 ①　　55 10 19 1
自　動　車 L727 36④　　75 62 29 25②　　91 46 59 11
建設資材 2，223 46②　166 79④　126③　　127 71 20 17 18
生活資材計 15，281 318①L282③　826 ④　734 457 363 343 465 170?
4，779 100①　413 109③　307 一 ！07 124 236 56
その他食料品 4，756 99①　494②　402③　203⑤　199 89 109 130 56
??????
衣　料　品 673 14②　　37 ①　　40 20 22 17 19 23 10
耐久消費材 857 18③　　38 ①　　62 14 9 23 15 19 11
L　P　ガ　ス 809 17 12①　　82 29②　　37 27 14 29 8
（注）出所　表一1と同じ
????????
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図1　都道府県別にみた農業粗生産額の順位（昭57）
（1000億円）
9　　1087654321順位府県9
　　　??
注）昭59．3．
　　農業生産所得統計より引用
???????????????????????????????????????????????? ?? ??? ??? ??? ?????? ??????? ??????? ??????? ???????????
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（約6割）を経済連の販売事業に乗せている。ホクレンが北海道の農業生産
の8割近くを掌握し，経済連としてとび抜けた実績を持っていることが注目
されるが，鹿児島がジャパンファームなど農外資本の中小家畜生産への進出
が激しい中で，畜産を中心とした販売事業で半分以上の生産を組織している
ことは，やはり注目すべき取り組みと言えるであろう。なお，粗生産額が全
国第！0位，3，200億円の長野で，経済連が2，870億円の販売事業取扱額（90％
のシェア）を持ち，全国第2位であることは，経済連事業の際立った強さを
示すものであり，その組織力の強さの原因の解明もすでに行なわれていると
ころである。（前出注3の諸研究）。
　逆に，粗生産額が5，000億円で，鹿児島よりも！，000億円以上多い茨城県の
経済連の販売額は1，600億円で，そのシェアは粗生産額の1／3を切っている。
この原因も，探ってみる必要があろう。
　山口は，粗生産額は全国34位，1，200億円に対し，経済連の販売額は590億
円である。山口県経済連の販売事業の弱さが，農業生産そのものの弱さに
よって規定されていることもあるが，生産の半分以下しか掌握できていない
点は問題であろう。
　次に品目別に鹿児島，山口の農業粗生産額と経済連事業との関係をみてみ
よう。（品目別に比較できる米と畜産物のみを示す。）
　全体で粗生産額の57％を取扱っている鹿児島県経済連に比べ，山口は49％
で，金額では，山口は鹿児島の1／4の事業量となる。
　両県の違いとしては，鹿児島経済連の米の取扱比率が低いこと，山口県の
豚とブロイラーの取扱比率の低いことが分る。生乳は両県とも経済連扱いで
はない。
　61年度の鹿児島県経済連の事業計画より，販売事業主要品目の農家の生
産，販売量と農協及び経済連の取扱額（率）をみると次のとおりである。即
ち，生産額対比で米の低い取扱比率は，生産額に比して販売額が少ないため
で，（隼産2，745千俵に対し販売1，101千俵，40％）農協系統でほx“全量を集荷
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表3　鹿児島・山口両県の粗生産額と経済連販売額の対比
（100万コ口
鹿　　児　　島　　県 山　　　　口　　　　県
年　　度 昭和57 昭和58 昭和57 昭和58
品目別 A粗生産額
　経済連B　販売額
B／A A粗生産額
　経済連B　販売額
B／A
米 48，880 19，293　　％R9．5 54，689 37，048
　　％67．7
豚 72，100 28，09939．0 6，277 572 9．1
ブロイラー 53，577 21，43740．0 6，707 670 10．0
肉　用　牛 43，471 31β47 72．1 4，189 3，27477．5
鶏　　　　卵 25，170 1L45545．5 8，887 2，046 23．0
生　　　　乳 7，532 一 0．O 3，938 一 0．0
合　　　　計
iその他とも） 392，608 224，97557．3 120，830 59，15449．2
　（注）農業生産所得統計と農協事業統計より作成
していることが分る。（鹿児島の稲作は自給的色彩が強いことを示す。）
　農協系統の集荷シェアが90％を越えているのは，米，さとうきび，肉牛
（販売），成牛と子牛（市場売）であり，野菜と茶も70％である。でんぷん，
果実と鶏卵，種豚が50～60％台で，農協取扱比率50％以下が肉豚と子豚（市
場売）と生かんしょの3品目である。農協の系統利用率は，ほぼ100％であ
り，生かんしょと砂糖きびの2品目のみが50％以上の系統外利用となってい
る。養鶏と養豚で，商系との競合が激しく，ほぼ半々のシェアになっている
のである。
　山口県経済連の場合を見ると，米・麦・大豆は100％農協系統出荷であり，
柑橘と肉用子牛についても農協のシェアが高いが，二上，鶏卵については，
農協の出荷率が30％前後と低い。ブロイラーは9％にすぎない。野菜の集荷
率も52％で，鹿児島より大分低い。
　また，今後の計画でも，戦略部門である筈の豚，ブロイラー，卵について
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表4－1　鹿児島県農畜産物の生産・販売と農協・経済連取扱量（シェア）の推定値
　　　　　　　　　　　昭和60年度
品目別 A生産推定 B販売推定
・肇協難 ・瑳済一難 C／B C／D 経済二二額
? 　　　tP64，710 1，101 1，031 1，031
??
　％P00 　百万P9，768
? 　　tP5，480 204 201 201 98 100 1，652
で　ん　粉 　tP11 　tP11 　tU9．1 　tV8．4 62 113 13，612
生かんしょ 　tU09 　tT22 　tX0 　tS0 17 44 1，451
さとうきび 　tW44 　tW44 　もV50 　tQ90 89 39 5，749
上　ま　ゆ 　tX60 　tX60 　tX60 　tX60 100 100 1，680
野　　　菜 　tQ91 　tQ56 　tP81 　tP78 70 98 38，760
果　　　実 　tU9 　tU0 　tR3 　tR3 55 98 6，320
荒　　　茶 　tP3．5 　㌻P1．5 　tW 　tW．4 70 105 11，500
園芸農産物
ｬ　　　計 103，343
肉　牛 36，500 36，500 31，500 31，50086 100 19，647
肉　豚 1，520 1，520 715 715 47 100 26，956
??????
種　豚 30，000 25，000 13，000 13，00052 100 816
小　計 47，418
成　牛 44，500 44，500 39，500 39，50089 100 16，505
子　牛 　　昼V5，700 75，70075，700 75，700 100 100 22，482
??????
子　豚 　一P，440 　tX0 　tV1 71 6 100 1，278
?
40，265
鶏　　　卵 　tP05．4 　tX8．0 　tT1．1 　tT1．1 52 100 12，428
液　　　卵 　　tR，100 806
養　　　鶏 140
畜産物小計 101，057
販売品計 204，401
（注）昭61年度経済連計画書より
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表4－2山口県農畜産物の出荷量と農協・経済速のシェア
　　　昭和60年度
品目別
出　荷　量
@④
農協取扱量
@⑧
経済連取扱量
@⑥
??
◎一C ◎一G? 　　tP26，360 126，360 126，360100 100 100
麦　　　類 4，699 4，699 4，699 100 100 100
小　麦 2，984 2，984 2，984 100 100 100???
裸　麦 218 218 218 ユ00 ユ00 ユ00
??
1，497 1，497 1，497
100 100 100
大　　　豆 2，520 2，520 2，520 100 100 100
野　　　菜 88，662 45，762 33，372　52i56）　38i42）　73i74）
乾　椎　茸 180 70 60 　39i52）　33i50）　86i96）
???? ?????????????
温州みかん 56，100 49，5DO 43，400　88i88）　77i82）　88i93）
普通夏かん 1，680 1，020 902 　61i71）　54i59）　88i93）
甘夏かん 1，550 1，400 1，210 　90i88）　78i84）　86i95）
はっさく 850 800 750 　94i94）　88i89）　94i94）
いよかん 6，500 6，400 6，000 　98i100）　92i94）　94i94）
ネーブル 250 220 150 　88i95）　60i71）　68i75）
な　　　し 3，700 2，500 1，962 　68i69）　53i56）　78i83）
ぶ　ど　う 600 150 107 　25i38）　18i21）　71i56）
く　　　り 705 405 ユ85 　57i73）　26i55）　46i76）
も　　　も 250 200 183 　80i82）　73i79）　92i97）
肉　用　牛
　　頭17，000
8，280 9，550 　49i50）　56i57）
l15
il14）
繁殖牛 子牛3，500 3，200 3二200 　91i93）
　91
i93）
100
i100）
???
肥育牛 13，500 5，080 6，350 　27i38）　47i47）
125
i123）
．」?? ??????
乳　用　牛 　　tR4，196 920 0 　3i　2） 　0i　0）　0i　0）
肉　用　豚 　　頭82，800 28，000 8，700 　34i34）　11i12）　32i36）
鶏　　　卵 　　tQ8，000 7β60 8β60　26i25）　32i30）
120
i120）
ブロイラー 14，00♂羽 1β00 1，010 　9i　8） 　7i　8） 　78i100）
（注）61～63年度活動刷新第2次3ケ年計画（案）より
（）内は63年度計画
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は，シェアの拡大は考えられていない。（商系に委ねたという形になってい
る。）
　農業生産の掌握の程度が，単協段階において，山口が低く，経済二段階の
事業もこれを反映している。鹿児島は単二の地域農業の掌握力が強く，畜
産，野菜，果実については，ほぼ100％の系統出荷になっていて，重要作目に
ついての単協の農家掌握力が強い上に経済連が単協をよくまとめている。
　山口は単記の規模が，およそ1町村2農協であり，1単三当り組合員数は
812人であるが，鹿児島は1町村1農協になっており，組合員数の平均は
1，927人となっている。組合員数の少ない単記で生産・販売・加工事業が活
発な場合のあることももちろんであるが，山口の場合は，単協の事業展開が
弱く，連合会も弱いのに単協に対しては相対的には強いという形になってい
ると思う。鹿児島は逆に，駅頭事業の規模が大きいのに，経済連はそれを
バックにして更に事業を拡大するという双乗作用が働き，経済連のリーダー
シップが強いという形になっている。
3　両経済連の事業の動向と性格
　鹿児島・山口両経済連の事業の動向を，その取扱高によって概観すると，
次のとおりである。絶対額において，購買事業で鹿児島が山口の3．5倍，販売
事業で6倍，加工；事業で3．3倍の大きさであるが，昭和56年以降の伸び率で
みると，購販においてほぼ同じ，加工で大きな差（鹿児島の急速な増加に対
し，山口で縮小）がある。（表5）　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　以上の経済連の主要な三事業分野を担う職員数の動向をみると，山口で
は，合計人員において，昭和53年の402名が60年には319人と実に83人
（26％）の減少がみられる。56年以降でも，51名の縮小であり，加工場の一
部切り離しや支所廃止など人員の整理が進んでいる。
　これに対し，鹿児島県経済連の職員数は56年の554人が60年には564人と10
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表5　両経済連各事業の推移
（億円）（％）
鹿　　　　　児　　　　　島 山　　　　　　口
年　度
購買品沂糾z農産品ﾌ売額 畜産品ﾌ売額加工品ﾌ売額購買品沂糾z販売品謌ｵ額 加工品ﾌ売額
昭和52
　億円W32 648 672 214
53LOO4 702 717 239
54 1，098 707 822 282 384 335194
551，314 733 899 327
56 1，379 780 902 368 405 276 222
57 1，4！3 815 899 417 404 302 128
58 1，459 881 927 442’416 319 141
59L500 968 973 488 424 341 155
60 1，516 969 1，026 501 433 325 154
60／52 　％I82 151 153 234 一 　 一
60／56 　％P10 124 114 136 107118 69
　（注）両県経済連各年度事業報告書より
人の増である。出向・’派遣職員が100人をこえ，関連会社を次々とつくり，事
業を拡大しているという特徴が見られる。山口と対照的なやり方である。三
つの事業の取扱高合計約4000億円（60年度）からすると，職員1人当り事業
量は7億円ということになり，山口県の職員1人当りの事業量2．8億円
（912億円÷319人）の倍以上の事業：量になる。ただし，鹿児島の場合は14の
大小の関連会社があり，その従業員総数は2，380人（昭和60年）に達する。関
連会社を多くつくり出し，そこに幹部職員と役員を派遣し，委託加工した生
産物の販売を経済連が受けもつというやり方である。
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表6　山口経済連年度末現在職員数の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（）内，女（人）
　　　　　　年度
E種易 昭和53昭和54 昭和55 昭和56 昭和57 昭和58 昭和59昭和60
60／53 60／56
参　　　事 1 1 1 1 1 1 1 1 100 100
一種職員 271i59）
275
i56）
273
i56）
269
i49）
264
i50）
249
i51）
238
i46）
235
i44）
　　87
i75）
　　87
i90）
二種職員 　　23i2）
　　13
i2）
10 8 7 6 4 4 　　17
i0）
　　50
i一）
嘱　　　託
　　　8
i1）
　　　3
i2）
　　　2
i2）
　　　3
i2）
　　　4
i2）
　　　4
i2）
　　　6
i2）
　　　3
i2）
　　38
i200）
100
i100）
加工場職員 　　73i19）
　　77
i17）
　　75
i15）
　　71
i14）
　　69
i14）
　　66
i14）
　　65
i14）
　　64
i12）
　　88
i63）
　　90
i86）
〃　工員
　　18
i73）
　　11
i66）
　　13
i61）
　　10
i56）
　　10
i52）
　　　9
i47）
　　　8
i26）
　　　8
i22）
　　44
i30）
　　80
i46）
〃　嘱託
　　　8
i2）
　　10
i2）
　　　7
i2）
　　　8
i3）
　　　7
i3）
　　　8
i2）
　　　7
i3）
　　　5
i2）
　　44
i100）
　　44
i67）
? 402
i156）
390
i145）
381
i136）
370
i124）
362
i121）
343
i116）
329
i91）
319
i82）
　　79
i58）
　　89
i73）
（注）各年度事業報告書より
　　　　　　　　　表7　鹿児島県経済連各年度末職員数推移
（人）
　　　年度末
E員数 昭和55 昭和56昭和57昭和58昭和59 昭和60
参　　　事 3 3 3 3 0 一
事　務　職 520 539 571 57053 551
（女） （114） （119） （125） （127） （111）（112）
現　業　職 14 12 12 12 12 13
計 537 554 586 585 565 564
（出向・派遣職員） 一 （105） （125） （129） （126） （114）
嘱　　　託 一 1 2 4 7 9
事務委嘱 一 86 83 86 69 73
常雇・臨時 一 88 81 64 66 64
（注）各年度事業報告書より
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表8　山口県経済連事業別損益計算推移
（百万円）（％）
年度 昭和54 昭和56 昭和57 昭和58昭和59 昭和6060／5460／56
購買品供給高
G　　　　収
@　計
沂旧ｴ価
ｻの他費用
@　計
w買利益
38，354
@402
R8，757
R7，047
@214
R7，261
k495
40，531
@495
S1，026
R9，177
@213
R9，390
k635
40，407
@504
S0，912
R9，148
@242
R9β90
P，522
41，608
@573
S2，180
S0，228
@284
S0．512’
P，668
42β91
@793
S3，184
S0，971
@482
S1，453
P，731
43，335
@962
S4，296
S1，906
@505
S2，411
P，885
113
P13
P26
107
P07
P15
販売収益
@”　直接費
@〃　利　益
1，264
W53
S11
3，788
R，435
@353
3，467
R，151
@3！6
3，481
R，267
@214
1，799
k438
R61
1，723
P，467
Q56 62 73
運送収益
@〃　直接費
@〃　利　益
　705?p　672
v　　33
436
S22
P4
457
S39
P7
458
S38
Q0
416
R92
Q3
432
S10
Q2 一 157
その他利用収益
@〃　直接費
@〃　利　益
218
P88
R1
303
Q48
T5
275
Q42
R2
289
Q45
S3
274
Q45
Q9 一 94
加工品販売高
V費　　用
h利　　益
19，433
P8，835
@598
22，197
QL734
@462
12，786
P2，344
@442
14，103
P3，546
@557
15，488
P5，015
@473
15，356
P4，821
@53690 116
事業総利益
@〃　管理費
iうち人件費）
@〃　利　益
2，538
Q，034
i1，333）
@503
2，496
Q，487
i1，847）
@　9
　2，352
@2，429
i1，775）
｢　　77
2，491
Q，453
i1，745）
@　38
2，631
Q，5！2
i1，792）
@112
2，729
Q，544
i1，81！）
@185
108
P25
P36
R7
109
P02
@98
Q055
事業外収益
@〃　費　用
@〃　利　益
　319
@664
｢　345
802
T32
Q70
721
R76
R45
618
R34
Q84
731
R79
R52
597
Q53
R44
経常利益 158 280 268 323 471 529 378189
当期剰余 140 194 188 204 252 263 188 136
（注）各年度事業報告書より
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　経済連の事業損益の推移をみると次のとおりである。（表8，9）
　山口県経済連は，60年度において事業総利益27億円をあげているが，その
うち，購買事業から19億円（約70％）を得，次いで加工事業から5億円
（20％）を得ている。販売事業からは2，6億円（9％）である。山口県経済連
の経営が購買事業に多くを依存していることが分る。この数年間の経緯をみ
ると販売事業利益は，減少している。加工事業の利益には年による差が大き
い。販売の落ち込みと加工利益の不安定性を購買事業の伸びでカバーしてい
る形である。また事業管理費（人件費）の伸びを押さえ，採算をとってい
る。（57年の赤字を克服。）
　鹿児島県経済連の場合も，事業総利益42，5億円のうち37．8億円（89％）を
購買事業からあげている。販売事業からは6，4億円（15％）で，加工事業は
L6億円の赤字になっている（以上昭和60年）。
　　　　　　　　　　表9　鹿児島県経済連損益計算の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）（％）
年度 昭和56 昭和57 昭和58昭和59 昭和60 60／56
購買事業収益 139β09142，635147，！95151，584153，233110
〃　直接費 135，967139，194143，725 147，807 149，453
〃　総利益 3β41 3，441 3，4703，777 3，780113
販売事業収益 171，095 174，027183，753197，191202β14118
〃　直接費 170，346 173，43418 ，135 196，774 201，672118
〃　総利益 748 593 618418 641 86
加工事業収益 37，66642β1944，87949，76251，168136
〃　直接費 37，815 42，045 44，780 49，81451β32135
〃　総利益 △　　149 274 98△　　52△　　164△
その他事業収益 716 778 983 700446 62
〃　直接費 722 778 983 482 455
〃　総利益 △　　　5 △　　　0 1 218△　　　9 △
事業総利益 3，935 4β08 4，187 4，3614，248108
〃　管理費 3，230 3，4143，612 3，913 3，862120
〃　利　益 706 893 574 448 38655
経　常　利　益 1，631 1，9181，804 1，658 1，5539
当　期　剰　余 926 1，083 2，403 984 974105
（注）各年度事業報告書より
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　積極的に拡大している加工事業の赤字は，現在のところ経営の足をひっ
ぱっている形であるが，加工事業の拡大が生産に刺激を与え，生産資材の購
買事業を促進し，販売事業にもはねかえるという関連を見なければならない
だろう。
　購買事業とその総利益は56年以降順調に伸び，販売事業総利益の不安定
性，加工：事業の赤字への移行をカバーしてきている。しかし，当期剰余の57
年以降の落ちこみははげしく，加工事業の赤字を放置できないことは確かで
ある。以下事業部門別に検討しよう。
　（1）販売事業の動向
　経済連の事業が農家の生産する農産物を有利に販売することによって，単
位農協の販売事業を支えるものであることは言うまでもない。
　販売事業がうまくゆかなけれぽ，農協は経済連をとおさなくなり，（系統
外販売），その繋がりが失なわれれば，生産資材の扱いも系統外からという
ことになり易い。
　山口県経済連の販売事業の柱は米である。昭和60年度の販売総額325億円
のうち140億（43％）が米で，次いで果実が約80億（24％），畜産物が36億
（11％），疏菜と椎茸など特産物が33億（10％）となっている。（他に，経済
連経営の家畜市場を経由する販売が39億円ある。）
　温州みかんを中心とする果実の取扱が，やや伸びており，畜産物の取扱も
ふえているが，家畜の中では，肉豚とブPtイラーの取扱の減少が気にかかる
点である。（先にみた，県の粗生産額対比のシェアで，この2品目が10％の水
準であることは，経済連のこの分野での活動の弱さを示している。）また，疏
菜の取扱金額も減少傾向にある。農業生産全体の動きとして米のウエイトが
下っていることを考えると，経済連の販売事業としては，米以外の果樹，疏
菜，畜産を組織してゆくことが求められている。この点，山口県経済連の事
業は立ち遅れていると言わざるをえない。
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　鹿児島県経済連の販売事業は，56年から60年の5年間に約30％の伸びを示
した。政府米の扱いと家畜の市場販売を除く，総販売額1，446億円（これは山
口県経済連の市場販売額を除く販売総額286億円の5倍にあたる）のうち，
610億円（42％）が畜産物である。鶏卵を除く畜産物取扱額の伸びは5年間で
33％となっている。畜産物に次いで，野菜が320億円で総販売額の22％を占
め，次いで特産物（澱粉と砂糖きびが主）が225億円（16％），緑茶107億円
（7％），米麦90億円（6％），果実58億円（4％）と続き，多彩である。
　鹿児島県経済連の販売事業の特徴は，地域農業の特性を反映して，多角的
であり，生乳，煙草などを除き，あらゆる農業分野を網羅している点であろ
う。米＝食管に依存するのではなく，自由市場農産物の扱いにも積極的に関
わり，競争的に事業を展開している。そして，繭と果実を除き，多くの分野
で販売額を伸ばしている。とくに花卉・緑化樹（3．9倍）と新分野での伸長が
著るしく，畜産では，肉牛（70％増）が顕著な伸びを示す。野菜も146％と大
巾に販売額がふえている。畜産物の販売額の増加は，販売量の増に支えられ
ており，肉牛の取扱頭数は67％の増，肉豚では35％の増（但し，価額は10％
の増），二二は2．4倍（価額では2．1倍）となっている。
　鹿児島県経済連の販売事業の展開の特徴は，積極的に産直方式を推進して
いることである。また，系統外販売を目的として，59年に関連社会「かごし
ま農協直販」をつくり，60年には，38億円の直販を行なっている。
　販売事：業における産直方式の展開の経過と状況は，経済連食肉部長によっ
て報告されているが，（6＞86年現在の状況は次のとおりである。事業量として
大きいのは，かながわ生協との豚肉の産直で，販売量40万頭中6万頭（月
5，000頭）を全農を通して販売している。このほか，鹿児島県民生協へは米と
お茶とハムの産直を行なっている。経済連と鹿児島県民生協とは，二大農学
（6）井之上秋則「消費者の三つの購買意識に根ざす商品づくり」r農業協同組合』全中
　1983年11号
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表10　山口県経済連販売事業（取扱高）推移
（百万円）（％）
　　　　年度i目別 昭和54 昭和56 昭和57 昭和58 昭和59 昭和60
6％、 6鬼，
自　主流通米
蜚栫@・小麦
蛛@　　　　　豆
ｻ　　の　　他
早@　糧　　計
13，678
@198?????
10，438
@140
@63
@　6
P0，674
12，906
@182
@151
@　1
P2，240
14，475
@178
@205
@　5
P4，863
13，912
@251
@239
@　4
P4，406
13，752
@140
@147
@　3
P4，043
101
X9
132
P32
夏　　　　　柑
ｷ州みかんｻの他柑橘
ﾈ　　　　　　し
@　栗ｻの他果物
ﾊ　　樹　　計
314
T，677
Q23
U，959 6，671 7，399 7，156
伊予カン@964
U，113
@312
@562
@120
@181
W，252
伊予カン@LOg1
T，194
@402
@533
@　84@395
V，699111 115
そ　　　さ　　　い
ﾐ　　　　　　物
ﾜ　　　　　　ゆ
｣　　椎　　茸
ｻの他特産
ﾁ　　産　　計
3，951
@　11?????
4，099
@　20
??，??
3，610
@　22
???，??
4，500
@　20
?????
3，675
@17
S19
@16
S，127
2，985
@13
Q26
@35
R，259
76
V7
73
V3
肉　　　　　牛
?@　　　　　豚
q　　　　　　豚
H　　　　　　鳥
{　　　　　　卵
{　　産　　計
326
W58
@－X21
R74
Q，480 1，853 1，343
551
R64
@33
U14
Pβ72
R，434
506
R25
@35
S92
Q，283
R，641147 196
　　牛
q　　　　　　牛
q　　　　　　豚
ﾆ畜市場売計
{　産　合　計
｝????????????
3，906
T，759
3，776
T，500 5，636
2，974
V10
@176
R，860
V，294
3，006
V65
@109
R，880
V，52！ 98 131
中部流通センター
ｬ郡青果市場
〟@　　　　　計
　724
R3，46627，566 30，23431，917
（220）
i355）
R4，097
（154）
i366）
R2，52297 118
う　ち　系　統 14β7613，06815，672 17，734 17，75516，974114130
備　　　　　　考 （）内s算入
（）内
s算入
（注）各年度事業報告書より
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表11鹿児島県経済連販売事業取扱額
　　　　　　　　　　　　　（百万円）（％）
　　年　度i　目　別 昭和56 昭和57 昭和58昭和59 昭和60 60／56
楽弓菱 6，059P53V58 6，463P67V06 7，135U2V16 7，646P09W52 7，481X3P，454 123
小　　　　　計 6，971 7，3367，914 8，6079，027 129
生　か　ん　し　ょ 1，359 4G4 1，391 1，282 1，725
生　　で　　ん　粉 630 941 1，066 1，3131，848
乾　　　　〃 9，014 10，790lL70712，183 ll，972133
さ　と　う　き　び 4，967 5，370 5，7156，370 6，181124
な　　　た　　　ね 252 229 163 173 148
そ　　　　　　　ば 134 136 194 156 262
そ　の　他　特　産 109 236 251 250 316
小　　　　　計 16，46719，048 20，48721，72722，454 136
花卉，緑化樹 471 7631，061 1，443 1，836390
上　　　ま　　　ゆ 3，221 2，9262，665 2，381 ！，788
副　　　蚕　　　糸 6 8 6 5 3
小　　　　　計 3，227 2，9352，672 2，386 ！，了91 56
野　　　　　　　菜 21，955 24，23026，21430，93532，009 146
果　　　　　　実 5，976 5，8806，773 5，777 5，840 98
緑　　　　　　　茶 9，642 8，8Q3 lO，63912，105 10，706111
肉　　　　　　牛 12，06412，801 15，249 18，178 20，552170
肉　　　　　　　豚 23，545 27，16328，09927，351 26，104110
一 一 一 195 162窪　　　膝 300 511 784 748 618206
豚 』 一 一 78 一薦　　　鶏 一 一 一 13 151小　　　　　計 35，909 40，47544，13446，625 47，588133
鶏　　　　　卵 12，87010，647 10，73510，550 13，362104
合　　　　　計 113，489120，116130，630 140，155 144，614127
（補）
政　　　府　　　米
@　　　〃　　　　麦
@　小　　　　　計
12，668
@　665
P3，333
11，694
@　883
P2，577
ll，951
@　415
P2，367
12，962
@　894
P3，856
12，445
@　839
P3，284 100
???撃　　隼子　　　　豚　　小　　　計 14，125
Q3，332
R，949
S1，405
14，795
Q0，384
R，569
R8，748
16，098
P8，745
R，009
R7，852
17，160
Q0，325
Q，627
S0，112
17，570
Q2，423
P，626
S1，619 101
合　　　　　計 54，7385L32550，21953，967 54，9Q3100
総　　合　　計 168，227171，442180，848 194，123 199，517119
（注）各年度事業報告書より
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部出身者という共通の繋がりで，当初から関係がよく，米の免許は経済連が
援助して，取得したということもあり，県民生協の米は，経済連から仕入れ
ているわけである。（但し，これは産直と言うよりも通常の取引と言った方
がよいかも知れない。）産直と言えるのは，「協同食品」のハムの産直である。
　協同食品のハムは，生協との協議により無添加のコープハムとして生協む
けに開発したものである。経済連の事業規模が大きすぎるので，県民生協で
は，九州一円の生協を日生協九州支所でまとめて対応するということになっ
ており，県内でも，県連，漁連，森連と生協連で，協議会をつくって協同組
合間協同を進める話し合いをしている。（η経済連の側からすると，産直を販
路拡大のための重要なルートと考え，力を入れているわけである。しかし，
生協との産直取引のみでなく，Aコープ店への商品供給や一般商店への販
売，市場販売のウエイトが圧倒的に高いことは言うまでもなく，販売の多角
的な，積極的な展開が，経済連の方針だと思われる。加工事業も，販路に見
合った，消費者のニーズの多様化に対応した商品開発を軸に積極的に取り組
んでいる。（協同食品会社の設立など，後述）
　（2）購買事業の動向
　購買事業は経済連の経営の柱であるが，当然生産・販売事業との関係が強
いと考えられる。畜産物販売は飼料の購買事業と結びつき，農産・園芸の発
展は，肥料・農薬等生産資材の取扱額の増に結びつくと考えられるからであ
る。この点を頭において両経済連の動向をみると，山口では，肥料・農薬の
取扱額は増，飼料は減となっている。生産資材の系統占有率（量：）は，肥
（7）鹿児島県民生協の産直運動については，古くは，岡部守『鹿児島市民生協の産直事
　業」『生鮮食品流通と産直調査』1977年　日生協　があり，近年では梅木利己「かごしま
　県民生協」r産直』日生協　1984年　がくわしい。生協側からのその意義づけとしては，
　坂元義範「生産県における産直と消費地生協に果たす役割」r生協運営資料』No，103
　1985年がある。
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表12　山口県経済連購買事業当期供給高の推移（4．1～3．31）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）（％）
年度
昭和54 昭和56 昭和57昭和58 昭和59 昭和60 60／5460／56備　考
品目別
配給食糧 3，788 4，6565，025 5，635 5，804 5，836142 125米，食糧販売
農産資材 647 572 655 718 746 755 117 132麻，紙，樹脂ﾜ
食糧計 4，435 5，228 5，680，353 6，550 6，592 149 126
水稲肥料 3，329 3，5773，554 3，659 3，了45 3β15 U5 107
園芸〃 558 645 665 684 654 667 120 103
水稲農薬 2，460 2，7092，594 2β13 3，078 3464141 128
園芸〃 673 760 779 798 817 860 128 113
生産資材 75 141 150 168 204 238 317169
小計 7，096 7β31 7，742 8，122 8，499 9，044127 115
果　　樹 917 712 850 789＊1，637＊L457 　　＊『　写_ンボール
特　　産 725 693 760 708 一 一 　ば　いしょ_ンボール
畜　　産 1，438 1，562 665 571 ＊69正 ＊833 58 53＊　　、　　．　　口
配合飼料 4，064 4，5143β68 4，101 3，9313β82 83 75
単味〃 1，235 1，3081，205魔W01
1，226
魔V76
1，II9
z69ユ
1，011
魔V16
82 77＊養鶏資材
小計 5，30D 5，8235，874 6，102 5，7415，109 96 88
農　　機 3，855 3，0933，284 3，7393，872 4，001104 129
車　　輌 740 ＊884 ＊779＊L101＊L705＊L192 161 135＊自動車
燃　　料 3，514 4，4824，817 4，444
｛＊3，6Q7＊　901 ｛＊3，544＊　866 126 98＊石油類
農機セン
^ー
30 ＊LPガス
小計 4，284 5，366 5，596，545 6，2135β02 131 104
施　　設 2，473 1，662 L407 L252935 L206 49 73
耐久資材 1，273 1，138 1，157 1，078＊335@880 ＊365@952 103 116＊電気製品
日用品 735 804 1，410 629 702 880120 lD9
衣料品 978 992 873　884魔V88 　889魔W39 　940魔V65 96 95＊組織食品
小計 2，987 2，934 3，441 3，379 3，646 3，902 131 133
食品店舗 4β45 5，626 4，8895，046 5，2345，588 115 99店舗食品
合計 38β5440，531 40，407 41，60842，39143，335 ユ13 107
〈数量〉
ト　ラ　ク
^ー 712台 459 454 423 526 53074
115
コンバイ 881台 551 550 590718 721 82 131
乾燥機 666台 491 536 539 520 45668 93循環型
車　　輌 1，226台 1β70 L，568 1，Q71 972 LO68 8τ 78
配合飼料 71，013t67，686 62，694 63，907 62，712 62，19388 92
単味〃 25，668t27，244 25，343 24，99117， 0017，320 67 64
生産施設
Z　　宅
204棟
Q2棟
190
Q5
169
Q1
153
@9｝152 ｝15569 72
（注）各年度事業報告書より
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表13　鹿児島県経済連購買事業（供給高）推移
（百万円）（％）
　　年　度
i　目　別
昭和56 昭和印 昭和58 昭和59昭和60 60／56
肥　　　　　　　料 14，43015，451 14，22714，408 14，960 104
農　　　　　　薬 4，116 4，0714，434 4β80 5，241 127
農　　　　　　機 6，648 6，473 6，316 6，2167，201 108
飼　　　　　　料 44，74643，982 47，653 47，62144，4 8 99
燃　　　　　　料 17，297 16，747！5，988 15，33715，581 90
自　　　動　　　車 2，070 2，365 2，5132，899 2，965143
小　　　計 19β67 19，111 18，50118，23718，547 96
住宅，施設，資材 4，163 4，205 4，9614，259 5，017 121
設計，系統施行 7，868 8，869 7，729 9，261 8，008102
小　　　計 11，97013，074 12，69013，520 13，025 109
温　　床　　資　　材 4，184 4，6095，021 5，216 5，235125
園　　芸　　〃 680 739 706 780 729107
緑　　化　　〃 83 134 159 161 189 228
小　　　計 4，950 5，482 5，886 6，158 6，153 124
一　　般　　食　　品 8，270 8，8249，722 10，71011，350 137
生　　活　　資　　材 5，858 5，9066，392 5，1914，904 84
生　鮮　　食　　品 8，475 9，171 10，225 7，651哿z4，222
8，740
T，260
｝165
店　　舗　　器　　材 1，085 1，066 1，084L971 2，049 189
Aコープ桜ヶ丘 1，551 1，654 1，911 2，109 2，271 146
小　　　計 25，23926，62029β35 31，85434，575 137
米　　麦　　資　　材 334 462 386 383 456 137
澱　　粉　　〃 153 166 185 165 176 115
蚕　　業　　〃 436 467 419 337 218 50
茶　　業　　〃 676 1，215 841 808 803 119
大中家畜　　〃 505 527 617 654 818 162
養　　鶏　　〃 4，328 4，200 4，410 4，779 5，0381！6
小　　　計 6，432 7，037 6，859 7，127 7，510 117
合　　　計 137，898141β03145，90150，0215！，631 110
（注）各年度事業報告書より
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料・農薬は96～97％と圧倒的なシェアをもっているが，農機は45％，飼料は
29％と低い取扱比率である。飼料の低いシェアは，畜産物販売の農協シェア
の低さと対応している。ところで，山口の配合飼料取扱量は，56年対比で約
8％の減であるのに対して，供給金額は56年対比で25％の減となっている。
　鹿児島でも，畜産物販売の増に対して，飼料購買額の減少がみられる。こ
れは，飼料価格の値下りを反映したものと考えられる。山口経済連について
みると，配合飼料の供給額は，57～59年の3年間はほぼ同じであるが，60年
に単価が10％以上下り，取扱金額が大巾に下った。（表！4）
　鹿児島でも同様に単価が下ったわけで，それによる供給額の減は取扱量の
増でも補うことができなかった。鹿児島の60年度の飼料取扱計画の配合飼料
取扱量は68万トソ（山口の11倍），432億円，単価63，572円，単味8．2万トン
46．1億円，単価56，219円であり，61年度の計画は，配合73万トン404億円，単
価55，300円，単味8．5万トン41．4億円，単価48，670円となっている。鹿児島経
済連の飼料取扱増の傾向と，単価減の動向とが分る。
　飼料価格の減は，畜産農家にとっては幸いであるが，経済連にとっては手
数量収入の減少となり，経営採算を悪化させる要因である。
　ここに農協経営と農家経営との矛盾・対立関係があるわけである。この問
題をどう乗り切るかが，農協経営として問われることになる。手数料率をあ
げて，農家に負担を押しつけるのか，逆に，販売や加工を伸ばして穴うめを
してゆくのか，購買事業内でいえば，もうかる部門（例えば生活購買）に力
を注ぎ，農業生産資材でのシェア拡大を諦めるのか，という問題である。
　鹿児島の場合，飼料供給部門について言えば，経済連の推定によれば，県
内配合飼料の需要額は1，131億円で，農協の取扱額がうち414億円（37％）で
ある。農協取扱額の97％が経済連からの仕入れとなっている。（以上61年度
計画）。つまり，鹿児島でも，飼料取扱について農協が掌握している部分はま
だ少なく，シェア拡大の余地は大いにあるのであり，二二と競争して，飼料
事業を拡大してゆくというのが経済連の方針であると見られる。そのために
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は安易な手数料の引上げや，高い価格を畜産農家に押しつけることはでき
ず，質，価格両面において農家によりよいものを供給することが必要なので
ある。この必要性は山口では更に強いと言える。
　　　　　　　　　　　表14　山口経済連飼料取扱動向
年度 昭和56 昭和57 昭和58 昭和59 昭和60
供　給　量 　　　tU7，686 62，694 63，90762，712 62，193
供給金額 　百万円S，515 3，868 4，101 3，9313，382
??????????
単価（t当り） 　　　円U6，703 61，697 64，171 62，68354β79
購買利益 百万円X9 75 85 83 74
手数料率 　％Q．2 1．9 2．1 2．1 2．2
供　給　量 　　　tQ7，244 25，343 24，99117，900 17，320
供給金額 　百万円P，308 1，205 1，226 1，119LOll
??????????
単価（t当り） 　　　円S8，005 47，532 49，042 62，536 58，364
購買利益 百万円Q1 20 21 24 16
手数料率 　％P．6 1．7 1．7 2．1 1．6
　（注）各年度事業報告書より
　鹿児島県経済連は，全農と宮崎県経済連との共同出資で57年に「南日本く
みあい飼料」会社をつくった。現在，谷山，日向，錦江の3工場で，月
35，000トンの飼料を生産し，60年度の売上高は672億円であった。鹿児島県
経済連の飼料取扱額は同年444億円であり，主にこの会社からの仕入れと思
われる。昭和60年のこの会社の経常利益は7億円，株主配当8，000万円，経済
連の取扱手数料収益は8．4億円であり，経済連のドル箱なのである。（購買収
益40億の20％）
　購買事業に関し，鹿児島ではこのほか，経済連の関連会社として，以下の
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表15　鹿児島県経済連購買事業のシェア（昭60年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）（％）
品目男1 A暑蟹奢 ・塗壁 ・叢擁 B／AC／B塁梨 粗利益
肥 無機　質 8，510 6，700 6，108 79 91粒状配合 5，050 4，450 4，393 88 99
有　機　質 1，440 950 774 66 82
料 配合原料 一 一 3，550 一 一
計 15，000 12，10014，82581 123 1．8 259
農
?
10，300 7，0005β75 68 77 3．5 188
飼 配　　　合 113，058 41，43640，37037 97単　　　味 7，861 5，205 4，138 66 80料 ? 120，920 46，641 44，50739 95 ！．9 846?
業　機　械 ！8，500 8，600 7，000 46 81 3．7 259
燃　　　料 15L85716，273 15，170 11 93
自　動　車 33，300 4，1163，630 12 88?
185，157 20β89 18，800 11 92 2．8 527
温　　　床 6，245 4，104 3，83066 93??
園　　　芸 4，000 2，570 2，27064 88
計 10，245 6，674 6，10065 91 3．0 183
食品日雑 237，187 13，613 12，0205．7 88
生 生鮮食品 188，000 11，034 9，313 5．9 84
活 生活資材 564，000 14，320 5，830 2．5 41
物 加配惣菜 105β00 5，968 5，617 5．6 94?
店舗器材 一 一 1，310 一 一計 1，094，987 44，935 34，090 一 76 3．0 854
Aコープ桜ヶ丘 一 一 2，420 一 412
その他資材 一 一 2L566 一 633
合　　　計 一 一 154，683 一 4，162
cf．山口経済連（昭60年度）
（百万円）
肥　　　　　料 5，040 4，890 4，53097 93
（百万円）
農　　　　　薬 5，160 4，954 4，000 96 81
（千t）
配　合　飼　料 245 70 60 29 86
（百万円）
農　　　　機 14，100 6，345 4，150 45 65
（台）
自　　動　　車 26，000 1，838 L212 7 66
（kの
石　　　　　油 274．54 45．3 38．3 17 84
（t）
生活資材（米） 79，700 6，280 15，7008 100
（百万円）
食　　糧　　品 58，！74 ！9，774 5，646 34 29
（注）両県とも61年度経済連事業計画書より
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ものがある。「くみあい米穀」（従業員30人，売上69億円），「くみあいヒナセ
ンター」（158人，売上31億円），「くみあい肥料」（20人，37億円）「くみあい
プロパンガス供給センター」（80人，15億円），「くみあい開発」（14人，32億
円，土地造成，宅地・住宅の供給），「べいじゅ」（酒類の販売，1人，0．4億
円）。以上，鹿児島では経済連の購買事業の展開が関連会社を軸に進められ
ていることが分る。
　山口県経済連の購買事業の中で，生活資材部門の伸びは33％（56～60年）
であった。配給食糧の伸びも25％であり，生産資材部門の伸び悩みに比し
て，伸びがより大きい。鹿児島の場合も同じ傾向がある。生産資材の供給額
が伸び悩む中で，生活資材供給面を強化するという経営としての姿勢がある
と言えよう。但し，農畜産物の販売と生産資材供給での積極性において，両
経済連には差異があるように思われる。
　鹿児島県経済連の61年度事業計画書によると，農協系統の生産資材取扱高
のシェアは化肥では80～90％，系統利用率は90～100％で圧倒的なシェアと
なっているが，飼料では，農協のシェアは40％を切り，畜産物販売で養鶏・
養豚の部門が半分となっているのに対応している。ただし，系統利用率は高
い。農薬と園芸資材では農協のシェアは65～70％と高いが，農業機械では
50％を切っている。燃料，自動車の農協シェアは11～12％，生活資材では
2．5～6％の水準である。非農業的分野での県内市場でのシェアが低いのは
農協としては当然とも言えるが，農家の生活分野にもっと食いこむ余地はあ
ると思われる。それにej　，農協らしい商品開発を行ない，組合員農家の支持
を得ることが必要であろう。鹿児島経済連は，食品加工分野での事業体制を
強め，農協店舗への商品供給や生協との産直に意欲をもち，また，経済連直
営のAコープ店を，自身で宅地開発した住宅団地に設置し，生活購買の実験
店舗として運営している。（売上高19億円。）
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　（3）加工・利用事業の動向
　山口県経済連の加工事業は年間4億円の利益があり，経済連の事業利益に
貢献している部門である。その事業内容は，3工場で，蜜柑を中心とする果
汁飲料と果物缶詰が中心となっている。山口県の農業生産の中で蜜柑の占め
る位置は，粗生産額の5％で，果実では，このほか梨0．6％，栗0．4％，夏み
かん0．4％（以上昭57年）で，それほど大きいものでばない。しかし，農産加
工は，果物のほか，苺，たけのこ，ふき，スイートコーンなどの加工にも拡
大されており，農産物の附加価値を高め，生産者に安定した収入を保証する
．ヒで重要な役割を果すことが期待されるものである。
　年間の原料受入高！58億円（60年度）のうちどれくらいが組合員農家の生
産物であるか不明であるが，みかんの粗生産額60億円，いちごの同18億円や
経済連の果実の販売額74億円などと比べると，経済連の受入加工原料のかな
りの部分が地元原料ではないと推定される。60年度の加工品販売高142億円
のうち，みかん果汁，みかん缶詰，果汁飲料の合計は57億円で，40％であ
り，その他が60％を占めている。「その他」のウエイトが57年の46％から次第
にふえている。つまり，山口経済連の加工事業は，その位置づけが組合員の
農産物を加工する役割から，独立して収益を上げ，経済連の経営の役に立つ
方向へと移っているように思われる。56年にはコーヒー飲料の増産（委託加
工）があり，57年には非農産加工部門の別会社化などがあり，水産物の加工
（59年）など，組合員離れが進んでいるように見える。
　以上が山口経済連の加工事業であるが，このほか販売事業及び利用事業と
して位置づけられている事業として次のものがある。
　阿知須漬物加工場，従業員2．5人，60年度の売上1，4億円，販売利益300万
円，54～58年は赤字であった。
　緑茶センター，2．9人，売上3億円，利益400万円，売上げは毎年伸びてき
ている。
　種豚改良センター，2人，60年の売上3，100万円，利益は，4，000万円の赤
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字。54年以来の赤字で，赤字額が毎年ふえてきている。
　鶏卵センター，58年まで。売上！7．3億円，販売利益1，400万円，経済連事業
でなくなる。（別会社化？）
　食鳥センター，同上，58年の売上6億，販売利益マイナス2，900万円，56～
58年とも13～35百万円の赤字。（別会社化？）
　中部流通センター，60年目売上1．5億，900万円の利益。
　小郡青果市場，従業員6人，売上3．7億，収支は1，400万円の赤字。
　掲出工場（徳地）0．6人，60年の収益L5億，利益3，000万円，下松と宇部の
掲精工場は，夫々食糧センターに改組（それぞれ6．5人）
　選果場，収益6，300万円で，300万円の赤字。
　運送事業，本所4．3億，事業所2．5億円の売上で，2，200万円の利益，運送収
益はこの数年横ばいである。
　冷蔵庫事業（種苗冷蔵）0．5人，収益は1，800万～2，000万円で，収支はトン
トン。
　いずれの事業も規模が小さいが，農家の生産活動，又は単協の生産活動を
援助し，またはその販売を有利にするための事業であり，それぞれにその意
義があるというべきものである。しかし，赤字でありつづけるとすると経済
連にとってお荷物となり，処分するということになる。食鳥センターがその
例である。山口県のブロイラーの粗生産額は67億円（57年度）で，県の農業
粗生産の第3位の分野であるが，経済連のブロイラー販売額は6億円（59年
度）で，1／10以下のシェアである。経営移管の事情が分らないので即断でき
ないが，農協との関係，商系との競合など検討を要する問題である。（ブロイ
ラー事業を単協や有力単品の協同で実施してゆく道もあるだろう。経済連が
やるべきかどうかは具体的に検討しなければならないだろう。）
　鹿児島県経済連の加工事業の販売額は500億円余で，山口の150億円に比
べ，3．3倍の大きさをもっている。山口の加工事業は果物の加工のみである
が，鹿児島経済連のそれは，食鳥，精肉，食肉加工，液卵など畜産加工を中
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表16　山口経済連加工事業損益内訳推移
（百万円）
年　度 昭和56 昭和57 昭和58昭和59 昭和60
製　　品　　販　　売　　高
@　み　か　ん　果　汁内　　み　か　ん　缶　詰
?@畢汁。飲鑑
22，19711β46
P，610
T29
Sβ13
T，394
13，024
P，407
P38
R，322
W，156
14，503
P，253
T49
S，599
W，102
14，185
k219
S63
R，996
W，508
????
製　品　販　売　原　価
@　期　　首　　製　　品
@　製　　造　原　　価
@　製　品　販　売　費
@　期　　末　製　　品
@　加　　工　　雑　　収
@　一次加工原価@　内部製品購入@　再　加　工　振　替
@　受　託　加　工　費
21，734
I，674
Q1，763@150
｢1，419
@二@842
｢1，275
@一
11，505
P，419
P2，707@100
｢1，168
｢　　940
@－839
｢2，292@738
12，583
k168
P3，752@107
｢1，693
｢1，080
@551
｢1，196@857
14，147
P，693
P5，683
@一｢1，434
@一｢　　580
@｝｢　　444
｢　　771
13，763
P，434
P6，477
@一｢1，894
@一｢1，973
@『684
｢　　965
????
製　　　造　　　原　　　価
@　期　首　原　材　料
@　受　入　原　材　料
@　再加工受入高@　加工原料振替@　加　工　労　務　費
@　加　工　経　費
@　期　末　原　材　料
21，763@536
P9，829
@一｢　　150@858kO76
｢　　385
13，093@386
P0，930
@－79@909@869
｢　　465
14，238@465
P2，215
｢　　152
kO68
@955
｢　　313
15，683@313
P3，250@444
@－967@948
｢　239
16，477@239
P5，798
｢　　684
@－716@730
｢　　322
販　　　売　　　利　　　益 ・　　462 340 441 355 422
備　　　　　　考 2年つづｫの異常
V候で，
ﾝかん計
謾艪R5％
ﾄみかん．
O％
Rーヒー
?ｿ大巾
非農産加
H部門を
ｦ同会社
ﾉ移す
ﾝかん，
ﾄみかん
v画比
P09％
ｬビン，
hリンク
ﾞ製造開n
加工いち
ｲ，栗は
ｴ料不足
ﾅ計画未
B成
ﾊ汁飲料
R口→萩
H場移管
v我工場
ﾅ水産物
ﾁ工
いちご，
｡原料不
ｫ新製品と
ｵて
?ｳり殻
t缶
ｽけのこ，
ﾓき真空
pック
みかん不
?ﾅ原料
s足
V製品，
V容器iペット）
ﾊ汁
艪ｸ酢
ｨでん缶
Xイート
Rーン
ﾈめこ真
??
（注）各年度事業報告書より　57，58年の販売原価．・製造原価は，
　　突合であるが，原表のままとした。
うちわけの計と不
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心とし，漬物（大根），食品加工（豆腐，惣菜品など）も行なっている。そし
て，鹿児島県経済連の加工事業のやり方の特徴は，加工事業を別会社化し，
そこに委託加工させるという形をとっていることである。関連会社のこの加
工事業を含めると，特産のお茶の加工が以上に加わる。山口に比べて，その
規模が大きい。（山口のお茶加工は，従業員2．9人で3億円の生産に対し，鹿
児島のくみあい二業は，従業員32人で39億円の売上げ。）
　また，漬物加工の比較では，山口が2．5人で1億円の売上であり，鹿児島の
くみあい食品は，従業員66人で6億円の売上である。
　以上のほか，加工事業として（事業報告書の分類），稚蚕飼料の生産と繁殖
豚実験農場があげられている。鹿児島県経済連にとって加工事業は赤字部門
であり，経営採算にとってはマイナスであるが，加工事業によって農家の経
営を支えているという意味で重要であり，また，販売，購買事業にはねかえ
り，その利益で加工の赤字を補っている形で，全体としての採算は充分にと
れているのである。
　まず，食鳥部門では，販売量をこの5年間で42％伸ばしている。製品単価
がこの間22％下落したので売上げは11％の増にとどまっており，58年からは
赤字で，60年には3億円の赤字となっている。この赤字が加工事業全体の赤
字の原因である。
　食肉（精肉）部門では，販売量を70％伸ばした。販売額も，単価がそれほ
ど下っていないために67％の増であり，60年には1．4億円の販売利益をあげ
た。加工事業全体の赤字がブロイラーの3億円の赤字にもかかわらず1．6億
円にとどまったのは，この食肉部門の利益によるものである。逆に56年に
は，食肉加工は赤字2億円を出していたが，ブロイラー部門は黒字だった。
多角的に事業を展開しているので，相互に補い合う関係にあることが分る。
　先に述べたように，経済連の加工事業は，関連会社への委託加工の形を
とっている。ブnイラー加工は，昭和49年目設立された「くみあい食鳥セン
ター」（4工場）に処理加工を委託している。従って，製造原価では，原材料
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費と加工経費と償却費のみが計上され，労務費はゼロとなっている。くみあ
い食鳥センターは，加工賃をもらって加工を請負うのである。食鳥センター
の経営は60年現在1，265人の従業員で31億円を売上げ（加工賃），1．4億円の
利益を上げている。ブロイラー単価の値下りによる損失は経済連がかぶる仕
組みになっている。
　食肉部門も同様で「くみあい食肉」が委託加工（精肉）を行なっている
（昭48年設立）。60年度には，370人の従業員（2工場）で，17億円の加工賃
収入をあげ，1．6億の営業利益を上げている。
　加工事業の第3の部門として食肉加工（ハム）部門がある。食肉加工は，
58年で430トンを製造販売し，約5億の売上げであった。食肉（精肉）部門の
売上げの2％弱であり，まだ取り組みの弱い部門である。この事業は，58年
から，関連会社「かごしま協同食品」に移管されている。「協同食：品」は，食
肉加工（ハム）だけでなく，惣菜，めん類，豆腐などに食品加工の範囲をひ
ろげ，60年には22，6億円の売上げとなった。営業利益はまだ赤字であるが，
Aコーフ．店への供給や生協との産直取引を指向し，食肉及び農産物のより高
度な加工による附加価値の増加を目指している。
　加工事業の第4の部門に大根の加工（漬物）がある。60年の売上額は9億
円で，やはり，関連会社「くみあい食品」で委託加工を行なっている。（8）
　収支は年度ごとに1～2，000万円の赤字又は黒字で，製品単価が下落し，
採算は悪くなっている。それをカバーするためか，60年から野菜包装と宅配
事業が併設された。
　鹿児島県経済連の加工事業には，このほか，液卵加工　（60年の売上8．6億
（8）鹿児島「くみあい食品」については，岡部守　「伝統食品加工の振興と地域文化」竹
　中・白石編著r地域経済の発展と農協加工，実態編』　時潮社　1985年　第11章　の分
　析を参照。この論文で岡部氏は，「付加価値をつけるという目的からすると，経済連と
　いう県段階での加工よりも，むしろ野風段階にまかした方が良い」「経済連が主体とな
　る理由は，漬物の需給動向と加工経費を把握し，潰物業者との価格交渉を有利に運ぶた
　めと，販売力の強化である」と述べている。
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表17　鹿児島県経済連加工事業損益の推移（その1）
①　食　　鳥 （百万円）（％）
年　度 昭和56 昭和57 昭和58 昭和59 昭和60 60／56
販 売　量　（t） 　　tR6β95 40，815 42，81949，109 51，703 142
販　　売　　高 18β88 21，005 21，43722，275 20，931 111
収 副　　産　　物 191 241 259 296 271
雑　　　　　収 309 52 80 202 375
?
期　末　製　品 157 143 175 174 178
?
19，545 21，441 21，95122，946 21，756 111
期　首　製　品 164 157 143 175 174
製　造　原　価 17，973 19，17619，972 2LO70 20，319 113
?
販　　売　　費 L233 1，729 L632 L4971，302
集荷促進費 115 185 25 28 25
用 販　売　雑　費 20 23 204 223 238
販　売　利　益 40 170△　　　25 △　　　47△　　　301
計 19，545 2ユ，441 21，951 22，9d6 21，756 111
原　材　料　費 15，132 16，204 16，58517，433 16，445 109?
労　　務　　費 0 0 0 o 0?
加　工　経　費 2，743 2，893 3，248 3，506 3，722ユ36
原
減価償却費 98 79 139 132 152 155価 ?
17，973 19，176 19，97121，070 20，318 113
cf．製　品　単　価 51．9万円／t 51．5 50．1 45．4 40．5 78
　（注）各年度事業報告書より
円，販売利益1，800万円）と稚蚕人工飼料事業（同5，300万円，利益400万円）
があり，繁殖豚実験牧場（同L7億円，利益マイナス1，700万円）も加工事業
の中に数えられている。多彩な加工事業の展開だと言える。
　なお，経済連としての加工事業ではないが，緑茶の加工，販売を担当する
「くみあい茶業」（先述）は，従業員32人で，売上額は39億円に達する。県の
茶生葉の粗生産額は57年度で104億，荒茶の粗生産額は19億円となっている
から，くみあい非業のシェアはかなり高いと言えるだろう。（前出表4の経
済連推定のシェアは70％である。）
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表18　鹿児島県経済連加工事業損益の推移（その2）
②食　肉 （百万円）（％）
年　度 昭和56 昭和57 昭和58 昭和59 昭和60 60／56
販 売　量　（t） 　tP8β23 20，l17 21，785 25，658 31，141170
販　　売　　高 16，253 18，954 20，885 24，99827，190 167
収 副　　産　　物 317 331 340 391 402
雑　　　　　収 24 1 16 57 5
益 期　末　製　品 156 228 280 278 269
?
16，751 19，51321，522 25，724 27，867166
期　首　製　品 367 156 228 280 277
製　造　原　価 16，184 18，871 20，789 25，015 26，867166
?
販　　売　　費 406 427 45了 478 580 143
集荷促進費 0 0 0 0 0
用 販　売　雑　費 0 0 0 0 0
販　売利益 △　　　206 59 48△　　　48 142 一
計 16，751 19，51321，522 25，724 27，867166
期首原材料 9 6 8 11 10
”　仕掛品 0 0 0 0 0?
原　材　料　費 15，082 17，64819，538 26β35 25，183 167
労　　務　　費 91 95 98 了9 60?
加　工　経　費 991 LO9召 L148 1，299 1，623 164
減　　　　　償 16 36 7 1 1
原
小　　　計 16，190 18，879 20β00 25，025 26，877
期　末　原　料 △　　　　6 △　　　　8 △　　　11△　　　10 △　　　10
価
〃　仕掛晶 0 0 0 0 0
計 16，184 18，871 20，789 25，025 26，877 166
cf．製　品　単　価 89．0万円／t 94．2 95．9 97．4 87．3 98
（注）各年度事業報告書より。
　労務費が計上されているが，一部，経済連の直営部門があるのか？内容不明。
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　以上，鹿児島経済連の加工事業の展開は大へん積極的であり，高く評価す
べき活動であると思われる。関連会社方式をとった主な理由は，労務管理面
であるとのことである。経済連の職員とは勤務形態が違うからだと。それは
加工場労働者には別表給与表（現業職）をつくって適用すればよいことであ
るので，やはり労組対策の感が強い。そして，関連会社として独立させるこ
とで事業体として農協組織の制約にしばられないで事業を展開しうるという
点が大きい理由であろう。現在は殆ど全事業を農協（経済連）との関連で行
なっているが，経営採算上，必要ならぼ他の民間メーカーの下請もでき，販
路も自由である余地を残しているわけである。販売事業で関連会社「農協直
販」をつくり，系統外への販売を拡大する方向を鹿児島県経済連は追求して
いる。全農からの自立であり，独立商社的，企業グループ形成の方向であ
る。
　問題は，経済連が加工事業を大規模に展開することによる心匠の下部組織
化である。
　でんぷん加工は古くから単協において行なわれており，経済連規模への統
合は行なわれなかった。ブPイラー加工や食肉加工，漬物その他生鮮食品の
加工などすべてを経済連が集中的に加工することがよいのかどうか，品目別
に検討されなければならない。
　別の機会に報告する予定であるが，鹿児島県内には，出水市に養鶏専門農
協のマルイ養鶏があil　，ここでは独自の飼料工場，ヒナ育成場をもちブロイ
ラー，液卵の加工，高次の調理食品の加工事業が展開されている。そして，
その製品の殆どが，生協との産直によって販売されている。その姿を見ると
き，すべての生産資材を経済連に依存し，また経済連に集中して生産物を処
理加工する方式が必ずしもよいとは限らないという感じがする。農家組合員
と単協が，自分の力で販売・加工に取り組むとき異常な力が発揮されるので
ある。経済連に生産資材の購買，そして生産物の販売と加工とが集中される
とき，単協と組合員の経営は，単なる原料生産者に安住することになり易
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表19鹿児島県経済連関連会社の経営概況
（1） くみあい食鳥センター （2）くみあい食肉
設 立：昭49．12．5 設 立：昭48，11．15
所在地：鹿児島市鴨池新町 所在地：鹿児島市城南町
決算期：5， 1～4．30 決算期：5． 1～4．30
事業内容：ブロイラーの処理加工 事業内容：と畜・精肉加工
年度 昭和58 昭和59 昭和60 年度 昭和58 昭和59 昭和60
処 川　　内
羽／日
Q万 2 ? 鹿屋　㎡ 〃 ?
敷　　地 　29，440?F ? ?
52，772理 知　　覧 3〃 3 ? 施 鹿屋 ? ?
工 鹿　　屋 2〃 2 ?
施　　設 　7，414?F ? ?
7，951設
1日処理 鹿屋　頭 ? 〃
場 大　　陽 2〃 3 〃 　　800?F
万
量（豚） 800
? ?
資 本　金 1億円 ? 5，000 万円
うち
i経済連） （！億円） （”） （5，000）
資　本　金
､ち
i経済連）
45，200
@万円i15，000）（〃） （〃）
役
???（???） 　　人??） ??） ??）役
???（???） ????（??
14
i5）
12
i5）
従業員
　　人367
384 370
従業員 1，107 1，126 1，265うち
うち （経済連） （一） （1） （一）
（経済連） （6） （5） （5） 百万円?
上　高 1，313 1，430 1，757
百万円?
上　高 2，591 2β44 3，129 営業利益 140 34 158
営業利益 105 131 144 経常
? 105 △　43 △　81
当期未処分” G △　7！ △　89
経常 ? 104 132 144
cf， 百万円
??
　　済　連
H鳥販売高
　百万円
Q！，437 22，275 20，931
経　　済　連
H肉販売高
ﾁ工経費
20，885
P，148
24，998
P，299
27，190
P，623
加工経費 3，248 3，5Q6 3，722加工労務費 98 79 60
（注）各年度事業報告書より
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表20鹿児島県経済連加工事業損益の推移（その3）
③　食　肉 加　工 （百　万 円） （3） 鹿児島協同食品（関連会社）
年度 昭和56 昭和57 昭和58 設　　立：昭58．6．13
販　売　量 　tQ66 459 430 所在地：日置郡市来町大里
? 販　売　高
宦@産　物
317
O
516
P
497
P
決算期：5．　　　　　1～4．30
幕ﾆ内容：ハム、惣菜、豆腐、麺類
雑　　　収 2 2 5 など加工食品の製造・販
益 期末製品 0 3 0
?
? 319 522 503 年度 昭和59 昭和60
期首製品 0 0 3 施 耕　　　地
　　㎡
R9，647 ?
製造原価 322 473 459 加工施設 LO26 ??
販　売　費 8 7 5 設 流通セン^ー施設 1，779
?
集荷促進費 0 0 0 万円
? 販売雑費 0 0 0
?
本　　金 5，000 ?
販売利益 △　11 42 35 うち（経済連出資） （5，000） （〃）
計 319 521 503 役員数（経済連） 　人U（3） 7（6）
人職員数（　〃　） 66（15） 109（15）
期首原材料 0 12 15 百万円
〃仕掛品 0 7 9
?
上　　高 170 2，264
原材料費 222 349 315
?
業　利　益 △　21 △　63?
労　務　費 59 67 65 経 常　　’ノ △　19 △　58
? 加工経費 30 42 41 当期未処分〃 △　19 △　78
減価償却費 30 21 15?
小　　　計 341 497 459
＼
、
価
期末原料 △　12 △　15 0
〃仕掛品 △　　7 △　　9 0
計 322 473 459
cf． 万円／七
製品単価 I19．2 112．4 l15．6
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表21鹿児島経済連加工事業損益の推移（その4）
（4） 加 工 大 根 （百万円）
（4） くみあい食品 （関連会社）
年度 昭和56 昭和57昭和58 昭和59 昭和60
設　　立： 昭49．2
販 売　量 　　tP，410 1，5706β05 8，734宅配事業?ﾘ包装 所在地＝ 鹿児島市鴨池新町
販　売　高 375 282 474 615 898
決算期： 5．1～4．30
収 副　産　物 0 0 0 0 0
雑　　　収 0 0 0 0 9 事業内容1漬物の製造販売
益 期末製品 1 1 0 0 4
? 376 283 474615 911
年度 昭和58 昭和59 昭和60
期首製品 7 1 1 D 0 頴娃 17，451㎡ ? ?敷地
大崎 19，418〃 ? ?製造原価 343 292 454 595 817施 頴娃 1．682” ? ?
?
販　売　費 20 1 0 0 102
施設
@　大崎 3β17〃 ? ”設
頴娃 1β91〃 ? ?
集荷促進費 0 0 0 0 0 工場
火崎 3，120〃 ? ?
?
販売雑費 0 0 0 0 0 ? 本　　金 　万円P億2，0DO ? ?
うち 万円
販売利益 5 △　　11 19 20△　　　8 （経　済　連） （6，000）
? ?
役員（経済連） 10（2）人10（4） 9（4）計 376 283 474 615 911
職員（　〃　） 66（5）人62（5）66（5）
期首原材料 0 0 0 0 0
百万円
〃仕掛品 64 63 9 2 0 ?
上　高 356 555 601
製 原材料費 284 195 378 499 719営業利益 △　　32 53 49
経常　　〃 △　　50 49 30
?労　務　費 0 0 0 0 0 当期未処理分　　　〃 △　　45 △　　II 2
加工経費 58 43 69 95 105cf．経済連
原 償　却　費 0 0 0 0 7 ?加工大根売上
百万円
@474615
宅配，野
ﾘ包装
@　898
小　計 405 300 456 595 831加工経費 69 95 105価
期末原料 0 0 0 0△　　14 〃　労務費 0 0 D
〃仕掛品 △　　63 △　　　9 △　　　2 0 0
? 343 292 454 595 817
製品単価
i七当り）
26．6
怏~／t18．0万円 7．5 7．0 　
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い。そして，情況が悪化するときは下請生産者は単価を切り下げられ，切り
捨てられることになる。経済連の経営が優先し，単協と組合員の経営はその
踏み台とされる可能性をもつ。経済連の事業と農家・農協の経営とは相矛盾
する側面を常にはらんでいるのである。
4　経済連の生産事業の性格一農協と農家の選別
　経済連が諸事業を展開するにあたって，会員農協との関係がどうなってい
るかが問題になる。経済連の事業が，経済連の経営を維持するための事業に
なっているのか（経営主義），それとも，農家の経営の発展を助け，農協の事
業の補完機能を果たすという本来の役割に徹しているのかということであ
る。この点を充分に検討する紙面の余裕がないので，その荒筋のみを示すこ
とにする。山口経済連については，少数の農家を選別してそれのみと結びつ
く事業展開であり（畜産事業），購買事業では各部門ごとに自主推進農協，重
点農協を決め，取扱量の多い農協に多くのリベートを戻してひきつけるとい
う選別政策をとっていることが労働組合の調査で明らかにされている。（9｝
　鹿児島県経済連でも，一見少数のエリート農家と農協と結びつき，事業の
基盤とするというやり方がとられているように見える。畜産事業の主なもの
をとり上げると次のとおりである。
！。肉用畜事業
　（1）肉牛共同肥育施設　28ヵ所（常時7，200頭），経済連がコンピューター
　　で経理
　（2）肉用牛経営安定事業（契約農家78戸　肉牛預託6，309頭）
　　　高冷預託＝長期平均払＝・共助積立＝標準生産費相互補償
（9）「機構改革・支所廃止は事業縮少への道一山口経済連の事業調査と労働組合の課題」
　『労農のなかま』全農協労連　1985年9月号
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（3）肉牛出荷登録農家　475戸，年間出荷26，300頭（注：県内肉牛飼養戸数2万
　　戸の2％）
（4）子牛セリ市場24ヵ所，成牛セリ市場　6ヵ所
　（5）実験牧場（肉用牛，養豚，ブロイラー）
2　養豚事業
　（1）肉豚共同肥育事業42ヵ所（常時71，000頭）
　　　子豚生産契約農家一子豚仮払一委託肥育一肉豚精算払（長期平均払）
　（2）養豚経営安定事業（契約農家90戸，種豚預託7，084頭）（注：県内繁殖養
　豚農家4，400戸の2％）
　　種豚預託＝一貫経営＝子豚・肉豚長期平均払＝共助積立＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　標準生産費相互補償
（3）種豚供給センター（原種豚センター1ヵ所　原種豚300頭）
　　　　　　　　　　　（種豚供給センター3ヵ所　種豚800頭）
（4）肉豚出荷登録農家　505戸，年間出荷50万頭（注1県内肥育豚農家1，500戸
　の34％）
（5）子豚セリ市
（6）食肉加工（農協ハム）
3　ブvイラー事業
（！）契約農家　292戸，年間出荷羽数　3，422万羽（注：県内ブロイラー農家の
　50rdo　）
（2）事業体系
　　くみあいひなセンター　　　　　　　　　　くみあい食鳥センター
藩生産）＝［壷詞＝：（圭量の処理：5セ　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　製品販売
　　（ブロイラー生産）　　　　　　　　　農協直販
4　鶏卵事業
（1）二三経営安定事業　契約農家127戸，常時170万羽（注：県内採卵養鶏農家
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　　6，400戸の2％）
　（2）養鶏特約勘定＝生産費仮払（長期平均払）＝ボーナス・ペナルティ
　　　経営安定共助積立（経済連，農協，農家）
5．飼料事業
　（1）農家……………年間・月別予約，飼料基金加入
　（2）農協……………予約推進・とりまとめ・積付指図
　（3）経済連…………製造指図・配送指図・代金決済
　（4）飼料工場………製造・供給
　（5）　くみあい配合飼料大口需要者（全農）
　以上である。各事業の規模を知るために，県内各種畜産農家数を見ると次
のとおりである。肉牛飼育農家数は約4万戸であり，うち4頭未満が2．8万
戸ある。養豚戸数は，繁殖豚飼養戸数が4，400戸，肥育豚戸数が約1，500戸，
採卵鶏飼養戸数は6，400戸，ブロイラーは588戸（以上昭和60年）である。飼
養戸数全体に対し，経済連の事業は少数の企業経営を対象とするか（肉用
品，繁殖豚，採卵鶏），単協の事業へのテコ入れ（共同肥育事業）であること
が分る。しかし，少数の企業的経営を援ける経営安定事業は，その経営の自
立するまでの援助で，自立すれば単位農協に渡してゆくという性格の事業だ
とされる。従って，これをもってエリート農家のみに依拠する事業展開だと
言うのは言いすぎであるかも知れない。実験農場，市場の運営・種豚やひな
の供給，食肉加工など，すべての農家にその利益が還元する事業がむしろ重
要であろう。ただし，登録農家に対する奨励金の給付や大口飼料需要者の優
遇制度（これは全農事業であるが）などには，上層農優遇の色彩がある。
　採卵養鶏における赤玉卵への転換を誘導する方針とか，「かごしま味のふ
るさと便」での野菜の新販路開拓，さつましゃもの新製品開発とか，鹿児島
県経済連の販売事業の方針は，多様化する消費者ニーズへの対応，生協など
への組織販売の拡大を指向し，そのための新製品づくりにむけての生産指導
を行なっており，生産の多面的展開により，多くの小規模農家の生きる道へ
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の目くばりもあると総括できよう。
　但し，産直展開などにおいての農協の独自の主体的な運動をどう育ててゆ
くか，落ちこぼれ農家（実はこれが組合員の大多数を占める）を拾ってゆく
のは結局単協でなければやれないことであるから，連合会の系統販売と購買
が押しつけになり，単協＝地域の主体性を押し殺すことのないようにしなけ
ればならない。経済連の飼料を使ってやっていた大規模の肉牛農家が，飼料
高，製品安で多額の負債をかかえ倒産寸前になったとき，飼料を自家配にき
りかえて立ち直ったという話を，調査中に聞いた。地域に合った安くて良い
飼料をつくり出してゆく努力がなければ，飼料事業が経済連のドル箱として
経営採算をとるためにだけに運営される危険があるのである。また割のあわ
ない零細農家の面倒は見ず，それは単協にまかせ（単協もまた同様に中核農
家だけに目をむけ），大商社としての経営維持と利益の追求だけに走る危険
性は，大きな経済連の事業に常に内在している本質的な矛盾であると言え
る。
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